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金融機関の営業活動は金利の自由化,業務の自由化に伴い,まさに各機関の

知恵比べの時代へ突入した｡従来の規制下の営業活動からの発想の転換が必要

とされるところである｡すなわち,取引情報の効率のよい処理から取引拡大と

収益確保のために,情報の効果的活用が必要となった｡この情報活用のために,

組級改革とそれを支える情報システムが必要となる｡しかし,情報システムへ

の取組みは現行のシステム状況と活用体制から一様の展開方式はない｡まさに

システム構築にも知恵比べの時代がきた｡

本論文ではこうした経営･システム環境から,情報システム活用計画の一つ

の解決策として,システムOA一骨業情報システムーの展開計画について述べる｡

口 緒 言

金融機関の情報処理システムに対する期待は,今や情報の

活用をねらいとした業務戦略推進のためのツールとなること

である｡情報処理システムは,このたびの第3次オンライン

システムの構築ということで完成し,基幹システムの位置づ

けを確立する｡E】本の多くの金融機関はその経営体制,営業

推進をリテールバンキングの展開におき,大きな変革を遂げ

つつある｡この変革に即した経営管理ツール,営業推進ツール

が必要とされるのである｡そのツールとしては,リテールバ

ンキング活動のキーとなる取引情報,顧客情報,更に地域情

報,相場情報など,いわゆる営業情報を効果的に活用できる

情報活用システムである｡情報システムの対象はまた様々で

あり,その対象･切り口をどのように設定するかによって様々

なアプリケーションシステム形態が発生する｡しかし,各金

融機関の経営環境,システム開発手順から展開対象システム

はおのずと決まってくる｡これらのシステム構築に当たって

は,システムの利用環境･実態に合った技術･手法が必要と

なる｡土の技術,手法に相当するものが,以下に述べる製品･

システムOA(Office Automation)･エキスパートシステム･

ワークステーション,そしてデータベース構築技法としての

データ中心アプローチ,OA展開のための手法としてのOA

GUIDEである｡これら製品･手法はシステムの利用環境の変

化とともに成長していく｡このような製品･手法を用いて,

目的とするシステムOAすなわち情報活用システムをいかに構

成していくかについて述べる｡

凶 営業情報活用への課題

2.1情報処理から情報活用へ

金融機関の情報産業化への対応が経営戦略のかぎ(鍵)とい

松本俊彦* 乃5ぁざゐ才々β肋由〟椚βわ

武田昭雄* Aゑわ乃丘e血

われている｡シティーコープの｢五つのI+※1)の戦略と言われる

ものがある｡このうち二つは1990年代に向けて追加されたもの

で,その一つが情報,すなわちInformation(残る一つは保険:

Insurance)である｡高度情報化時代では,金融に関連する様々

な情報が金銭そのものに匹敵する価値を持つ一方,それらの

情報の収集･提供･付加価値創造には金融機関の店舗網,顧

客ネットワークが大きな武器となる｡顧客の情報ニーズの高

まりとリテールバンキング推進の両面から,情報戦略は金融

機関にとって極めて重要な戦略と位置づけられる｡

その情報戦略は二つの側面に分けられる｡一つは情報処理

という側面で,勘定処理を中心とした業務処理の機械化であ

る｡店舗での一線処理,自動機利用が業務量増加に対するコ

スト圧縮を実現した｡更に銀行での証券などの新業務でも,機

械化によって現状の要員の大幅な増加なくして推進可能とな

っている｡もう一つの側面は,金融機関自体がその情報をビジ
ネスとして活用し,収益源にしていこうとするものである｡相

談業務,M&A(MergersandAcquisitions:企業合併･買収),

そしてマーケテイングとは広い意味で情報戦略と言えるもの

であり,シティーコープの前会長W.リストンは,まさにこの

情報活用を1990年代の戦略と位置づけたのである｡また,国

内の地域金融機関でも｢ビジネスチャンスをつくれるシステ

ム+1)として情報活用システムと環境の整備が経営戦略のポイ

※1)五つのⅠ:Individual(個人)

Institution(法人)

Investment(信託)

Inforhlation(情報)

Insurance(保険)

*日立製作析大森ソフトウェアニ1二場
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ントとなっている｡今後,この側面に多くの開発･推進パワ

ーが注がれることになる｡

2.2 情報の付加価値の向上

従来,金融機関での情報サービスは無償で提供されるのが

通例であり,また内部でもそのコストを認めたがらず,更に

情報サービスのための体制や情報活用システムに無関心であ

り,営業情報が個人個人の裁量で活用されていた｡しかし,

今や金融機関の生き残り戦略は｢企業ニーズを把握し,情報

提供･アドバイスする｡+2)ことであり(図り,企業からみた金

融機関の評価ポイントは,明らかに価値ある情報を提供でき

る機関ということである(図2)｡つまり,企業にとっては｢営

業に役立つ情報+3)であり,個人では｢資産形成に役立つ情報+

であろう｡すなわち,生き残り戦略とは同質化する金融機関

の中で金融サービスの多様化･付加価値化を図ることである｡

これらの要求に対しては,金融機関の店舗網と顧客ネットワ

ークを活用し,情報量の拡大を図り合わせて顧客のニーズ分
析に基づきタイミングよく提供する仕掛け,すなわち情報の

付加価値を高めるための情報管理活用システムが必要となる｡

2.3 情報活用の仕掛け

情報の価値を高めるため,その収集･管理･提供のための

仕掛けが必要である｡特に今後のリテールバンキングを推進

するためには,情報活用面と情報管理コストの面から効率の

よい仕掛けがポイントとなる｡仕掛けとして一つは運用体制

であり,二つめはその運用を支えるツール,すなわち情報シ

ステムである｡前者としては営業情報の流通を専門に扱う部

隊の設置,営業店でのアドバイザ専門スタッフ,更に当該顧

客グループの総合管理としてのリレーショナルマネジメント

など最近の導入事例がある｡一方,後者のシステムも様々で

あり営業店活動支援,情報サービス,相談エキスパートシス

テムなど広範囲の営業情報システムと言われるものが開発･

導入されている(表=｡しかし,これらのシステムは従来の

1.企業ニーズを把撞L,情報提供,アドバイスする｡

2.変化に即応し,国際化･自由化に強い｡

3.コスト競争力があり,低利資金を供給できる｡

4.EB(Electronic Ba[king)により業務改善,顧客サービスが進んでいる｡

5.人材の育成,登用に熱心である｡

6.新商品の開発力があり,販売も積極的である｡

7.特色,スペシャリティを持っている｡

8.組織九 機動九 実行力がある｡

9.総合力が優れている｡

10.指導力がある｡
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注:出典｢週刊ダイヤモンド+'85.4

図2 メインバンクに今後期待する項目 企業はメインバンクに,

経営上のあらゆる分野の課題解決･アドバイスを望んでいる｡

勘定系システムと異なり,常に成長と変化を繰り返し,非定

形的な現場の運用に耐えるものでなければならず,システム

を構成する要素には十分な検討が必要となる｡

8 営業情報活用システムの展開

3.1営業活動の情報活用システムモデル

情報の処理から情報の活用へと営業戦略が変化してきた現

在,従来の情報システム構築のアプローチを再度見直す必要

がある｡これなくして対象とするマーケットの情報価値を高

め,活用効果の向上は期待できない｡このために,まず金融

機関の活動をPLAN･DO･SEEの3種の活動と,その情報フ
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注:出典｢金融ジャーナル+'85.12

図l伸びる金融機関の10条件 企業は金融機関に自分のところの悩みを王里解し,そのための解答を情報提供･アドバイスという形で期待Lている｡
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表l営業情報システムのサブシステム構成例 営業情報システムは,基幹データベースを維持管理する顧客情報システムから自的別データベ‾

スである営業店業務支援システムまで多方面にわたる｡

アプリケーション

システム例

l

内 容

情報システムモデル

実デ
績l
タ

分

析

業流
務動
支形
援基
幹

援意
思

決
定
支

ス情
報

サ
】

ビ

支小
援規

模
業
務

顧客情報システム
顧客の取引ぶりを集約し,収益貢献度の管理,更に他行,他業界との取引ぶり,資産管

○
理,企業の経営状況など顧客属性を管理し,マーケテイング分析に活用する｡

窓口相談

エキスパートシステム
投資運用相談,税金試算など営業店窓口での相談業務をA機能を用いてサポートする｡ ○

渉外支援システム
日常の営業活動の行動計画表,実績管理表を作成して,営業マンの戦力アップと事務の

○
効率化を推進する｡

営業店予実績情報管王里 営業店の活動計画･予算に対L,その実績と今後の活動施策を定め,全行統一の管王里基
○

システム 準運用を支援する｡

地域情報システム

金融情報システム

営業店業務支援

システム

顧客の業務推進に必要な営業情報,企画案件,あっせん情報を任意に検索し,またその ○

⊂)

○

ための登録検索システムとなる｡

外貨･為替･債券など,相場情報を中心とした金融情報を,それぞれの専門機開から収

集整王里し,独自情報を加えて顧客へ提供する｡

営業店の業務スケジュール管王里,帳票現物管理など業務支援用のOAシステム｡

注:略語説明 Al(Artificia】ht釧jgence)

ローにモデル化4)する必要がある(図3)｡この三つの活動は,

更に全行レベルのサイクルと部署単位レベルのサイクルに展

開する｡まず,全行レベルの活動に対応するPLANとしては,

収益の拡大と安定のため経営資源の最適再配分計画を支援す

るシステムが中核となる｡DOとしてはまさに従来の勘定処理

システムが相当する｡対象情報及び処理手続はあらかじめ定

まっており,変化するのは情報量である｡しかし,扱う業務

PLAN

意思決定支援

従来のEDPS

｡｡♂
流動形

基幹業務支援

小規模業務支援

或相報フロー
監∋

転sEE

実績データ分析

情報サービス

注二略語説明 EDPS(ElectronicDataProcessingSystem)

図3 金融機関の情報システムモデル 金融機関の活動をPLAN,

DO,SEEの三つに分類し,営業情報システムは,全行レベルと部署ごと

のレベルに展開したモデルが必要である｡

とその量は膨大なものであり,新商品追加などその変化に的

確に対応するため多くの開発工数とコンピュータ資源が必要

となる｡次にSEEとしては,経営計画に対し営業活動が予定

どおF)実施されているか,店や部署ごと及び全行ベースの実

績データのチェックであり,活動環境のウオッチである｡そ

のチェックのための情報提供システムが対象となる｡これら

全行ベースの活動サイクル間の情報フローを活性化すること

がすなわち情報の付加価値を高めることにつながる｡

更に,部署単位のPLAN･DO･SEEについて分類すること

も金融機関の営業活動の中では重要なことである｡今後とも

利益の源泉は営業店渉外活動にあり,システム開発からの発

想というよりは営業現場の具体的動きの中から営業活動の問

題を抽出し,整理し,解決してい〈ことである｡当然各営業

店･営業マンの行動様式は異なるものであり,当該部署の行

動様式に合った営業情報活用システムが必要となる｡このよ

うな環境条件の中で,PLANとしては営業店の経営管理とそ

のための営業戦略立案であり,DOとしては営業マンの事務支

援であり,SEEとして営業マンの行動計画成果管理などが情

報活用システムの代表と言える｡

3.2 情報活用システムを実現する五つのアプリケーション

金融機関の情報活用システム,すなわち営業情報システム

の実現にはPLAN･DO･SEEの活動サイクルを更に五つのア

プリケーションに分解して展開する必要がある(表2)｡それ

は,各サイクルで活用する情報の属性と処理手続きの分類か

ら,及びシステム開発手順差によるシステム活用効果の差か

ら分類される｡

3.3.情報システム基盤の構築

情報活用システムの展開とはまさに戦略的データベースの

構築にあると言える｡新商品･新業務を開発し新たな顧客の開
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表2 情報活用システムの五つのアプリケーション 情報活用システム実現では,五つのアプリケーションに再分類し,そのアプリケーション

の特性に合った情報システム構築アプローチが必要である｡

領域 アプリケーション 内 容 代表的情報システム例

PLAN 意 思 決 定 支 援

本部企画部門,営業店管王里者が,経営資源の配分計画,総合収支計画を実施するの
●営業店予実績管理システム

●収益管理システム
に当たり,実績情報に予測データを加え,計画実行時の状況確認をする｡意思決定

者の事務作業を削減し･創造活軌判断業務のスピードアップを図る､｡

DO

SEE

流動形基幹業務支援

定型化された基幹業務(主に勘定系システム)を補完するシステムであり,営業担当
●渉外支援システム

●窓口相談エキスパートシス

テム

者の業務形態(渉外係,相談担当など)をそれぞれ支援するシステムである｡フレキシ

ブルな対応が必要であり,勘定系システム,情報システムの照会も必要である｡

小規模業務支援

実績データ分析

情報サービス

部署ことの定型業務をコンピュータ化し,事務効率を上げ,営業活動を支援する｡
●営業店業務支援システム

●用度晶･文書管理システム

●顧客情報システム

●事務量統計システム

●地域情報サービスシステム

●金融情報サービスシステム

業務改善･制度変更などでしばしば変わるものであり,利用者による開発も必要で

ある｡

全行ベースの取引情報を集約し,経営状況の把握･分析と管理の効率向上精度向

上を図るシステムである｡基幹情報データベースとなるものであり,はん(汎)用的

運用環境が必要である｡

取引計数以外の営業情報を提供管理するシステムであり,情報を行内で収集活用す

るものと,顧客の求めるものを提供するものがある｡また,外部機関から情報を購

入し活用するケースも増加Lている｡

拓と新たな取引拡大をするためには,将来の使用にも耐えら

れるはん(汎)用基幹データベースが要求される｡一方,情報活

用の基本は営業の現場であり,日常の取引に基づいた継続的

取引深耕には勘定系システムと連携のできるデータベースが

必要である｡更に,使い勝手のよい情報システムは営業活動の

実態に即した業務別･目的別データベースを営業活動の現場

に配置することである｡利用者ははん用基幹データベースの

ような効率性を重視したデータベース構造を理解してシステ

本部機能

ヒヒ

一/■と

臓iL
業営

ムを利用するなどはできない｡一方,利用者に使い勝手のよ

い業務別データベースだけでは,多様化する業務形態の変化

に十分対応できか-｡情報活用システム構築では,このはん

用基幹データベースと業務別･目的別データベース,更に勘

定系マスタファイルと営業店に構築される営業店ローカルデ

ータベースの管理･利用基準の確立が必要となる(図4)｡
データベース管理･利用基準は,システム部門が抱える外

的テーマ,すなわち情報システムの活用効果を高めるための

1

本部ローカルDB

l●人事情報

●ALM情報など

経営
計画 く

､-■■●■■一･′

本≡禦警理S
/′ノ′′ノ/

営業店経営管理

営業情報DB

●事務情報

■■l一

一一
一-■lll1-■■--･■

､
､

､--■一-■■---一一■

営業店業務推進
一---‾-----､

●営業着用情報､
■-l■

■■■■一一

一----■-■..■一一一一

業務処理 く

･ 0
営業店入力

/////////

〔目的別DB〕

本部情報DB

●経営計画情報

●外部環境情報など

営業店ローカルDB

●顧客情報

●営業店情報

e==]

業務処理DB

●顧客情報

●科目ごと勘定情報

●取引履歴情報など

〔はん(汎)用基幹DB〕

くコ外部情報

証券DB

●証券勘定情報

●銘柄情報

●保護預り情報など

注:略語説明 ALM(Asset LiabilityManagement)

DB(Data Base)

図4 情報システム構築のためのデータベース配置 営業情報活用システムの構築に必要なのは,はん(汎)用基幹データベースと目的別データ

ベースの管‡里･利用基準の確立である｡
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ものであー),内的テーマとしてはシステム部門の将来にわた

るシステム開発･維持管理の負荷を軽減するデータベースを

構築することである｡要はプログラムと情報の関連を登録し,

独立させ,それぞれのメンテナンスによりそれぞれに影響を

発生させないことである｡このテーマ解決案として,基幹デ

ータベースと目的別データベースの2形態を管理するのがシ

ステムOAの考えである｡

各データベースの管理利用基準制定に当たりデータの重要

性を再確認する必要がある｡このためのデータベース構築技

法として,｢データ中心アプローチ+が挙げられる｡データ中

心アプローチは,従来のプロセス中心の開発方式に対し,ま

ず将来にわたった情報の管理･利用体系を設計し,データベ

ースとプログラムの独立を図り,今後のシステムの開発負荷

を軽減するものである｡すなわち,営業情報システムの開発･

導入でデータ中心のアプローチが,システム部門を含めた情

報システムの内的･外的テーマの解決となると言えよう｡

3.4 情報システムの開発と推進

情報システムの活用計画に当たって必要なことは,その活

用担当者の技能育成計画と合わせ,現場管理者･本部推進部

門の綿密な計画ときめ細かいサポートであり,本部推進部門

と利用部門,システム開発部門によるプロジェクトチーム方

式の開発･推進が必す(須)となる｡また開発の対象は,まず

実効の早〈みえるものを優先させ,利用部門の納得を得なが

ら利用部門参加のもとに追加改善を実施する｡計画当初と適

用環境の異なったものはいさぎよく打ち切り,再構築も可能

な柔軟な発想とプロジェクト体制が必要とされる｡最近,プ

ロトタイピング開発方式の開発が注目されている｡これらの

開発方式によって,従来,システム活用や開発の経験のない

新業務分野のシステム導入リスクの早期発見と改善が可能と

なる｡本方式は,特に窓口相談業務など,従来専門家による

支援が必要であった分野の補完業務として,エキスパートシ

ステムの利用が可能となってきた現在,有効な手法と言える｡

更に,営業情報活用システムの効果向上のため必要となる

のは,システム利用者の情報活用技能の継続的な修得支援と,

全行ベースのQC(Quality Control:品質管理)活動との連携

による業務改善マインド･情報活用マインドの向上である｡

このため,従来の組織であるシステム開発,事務管現,業務

推進とは異なった行内コンサルティング機能を持った情報シ

ステム活用支援部署の設置も必要となる｡しかし,営業情報シ

ステムとして活用されるシステムOA,たとえスタンドアロンシ

ステムから出発するものであっても,システム開発管理機能は

活用支援部署に移管することはできない｡活用システムの品

質･セキュりティ管理は統一部署がなくては管理不能である｡

3.5 システムOAの活用計画

営業情報活用システムを必要とする環境と現状及び目標に

ついて整理してきた｡戦略的情報システムとしての営業情報

システム構築に当たり,より柔軟な発想によるタイミングよ

い開発導入がポイントとなる｡同時に,勘定系システムを中

心とする既存のサブシステムをも統合した全体構想となるト

ータルシステムコンセプトが必要であP),それを実現する多
くの製品も必要である｡

利用部門 情報システム部門 システム開発部門
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図5 システムOAの開発手順 OAGUIDEに基づき,各部門がそれ

ぞれの立場にたって,情報システムの開発作業を進める｡

情報活用システムを構築する方式とそのポイントは,その

目的システムに合ったツールを選択･活用することであり,

先行システムのノウハウを吸収することでもある｡

情報活用システム構築ツールとしてDBMS(Data Base

ManagementSystem),OAソフトなどの製品,システム化計

画支援ツールとしてのOA GUIDE(図5)5),更に各種アプリ

カブルプログラム 70ログクトなどが準備されている｡また,営

業店業務支援システムなど小規模業務支援のアプリケーショ

ン分野,流動形基幹業務支援としての証券ディーリングなど

新業務分野などでは,他金融機関で開発利用されているもの
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を再利用するなど,システム利用環境の標準化,利用者側意識

の変革も発生しており,積極的に活用して業務ノウハウの吸

収･開発期間の短縮とリスクの分散を図ることも必要となる｡

b 営業情報システム構築ツールの紹介

4.1情報システム構築支援-KINDS-

(1)KINDSのねらい

KINDS(KinyuInformation Data Server)はCIB

(ComputerIntegratedBanking)の理念に基づいた金融機関

向け情報システムの構築支援ツールであり,その主なねらい

は,

(a)複数の情報システム間の情報のタイミングよい授受と

操作性向上

(b)情報利用形態に応じたアクセス方式の提供

(c)はん用基幹データベースと目的別データベースの分散

による利用部門からの操作性向上

(d)情報活用システムの開発負荷の軽減

勘定系システム ディレードシステム

である｡今後データベース検索,作表機能などの機能充実を

図り業務サポート範囲を拡大し,システム開発負荷のいっそ

うの軽減と標準化を図っていく｡

(2)KINDSのシステム構成

勘定系システムとのデータ授受をはじめ,関連情報システ

ム及び本部･営業店設置のワークステーションとの連携を図

り,情報システム支援ツール群で構成される(図6)｡

(3)KINDSの主要機能

(a)ディレードシステム支援機能-KINDS DS/DR一

勘定系システムの取引処理で発生した取引ジャーナルを,

ロット単位に情報システムに引き継ぐ｡ロット単位の引継

機能によって,バッチ処理と同等の高速処理と,リアルタ

イム処理と同等の障害回復処理が可能となる｡

(b)データベース構築支援機能-KINDS DB-

はん用基幹データベースの更新･検索･抽出をパラメー

タ定義によるプログラムで実行する｡大量データの検索･

抽出の高速化のため,検索キーをあらかじめキーファイル

システムOA

VOS3

､連絡DB

]AP/+

VOS3

TMS-4V/SP TMS-4V/SP

｢■■■‾■■‾‾■‾‾-一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾1

どジャーナ仙/0支援:

HOPSS3

KINDS-DS

連絡DB

支援機能

+-′---- -
--

-一一----J

-こ---+運用管理システム連携機能l
1 l

N

D

S
l

D

S

はん用データベ

F

l 勘定処理
N

D

S

- システム ジャーナル
ース輔検索支

AP 振別ナBMP 援(KINDS-

/
D

Rl

DB)
l

引継ぎファイル入出力支援11

引継ぎ XDM

′′ファイル
′ l

′ ′

′ ′

SAM

バッチシステム

×DM

バッチはん用

DB更新
(KINDS-DB)

パッチはん用

DB検索
(KINDS-DB)

VOS3

HOAPしINK

DB検索
作表機能
(KINDS-1R)

マルチメディア

文書管理

メーリング

などOA機能

●検索作表情報登録DB

本部･営業店

2050

H卜UX

OFIS/DESK-EV

システムOA

連携機能
(KINDS-OA)

OA機能

OFIS/POLなど

帳表♯入力
＼
＼

POL

FILE

注:略語説明 FINDS(Fi=anCialadva=Cedo仙ea脚Catjo=Supportprogram),FMB(Fi■eManagerforBa=ks),XDM(Exte【dedDataMa[ager)

TMS-4V/SP(Transact加ManagementSystem-4V/SystemProd]Ct),H卜]X(Hitachi-〕nix),OFIS/DESK-EV(Officeaut｡mati｡｡

】ntelligencesupportSoftware/DESK-Exoe‖帥View),OFIS/PO+-EV(0川ceautomationlntelligencesupportSoftware/Program

O｢ientedLanguage-Exo81加tView),HOAPLINK(Highleve10biectmanagementandProcessingcommunicatio【LINKoo[trOller)

図6 情報システム構築支援システム"KINDS”の構成 勘定系システムほか各サブシステムは,ホストシステムとLて論理的に独立し,運

用される｡物理的な運用は各機関の業務量･システム環境の差により自由に設定可能である｡
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として登録する仮想目的別データベースを導入した｡

(c)データベース検索作表機能･システムOA連携機能

-KINDSIR/OA一

検索作表パラメータのサポート,ワークステーション用

OAソフトヘのデータ直接出力,基幹データベースへの直接

アクセスをサポートする｡

4.2 システムOAを支える技術基盤

(1)多様な情報の統一管理

システムOAでは取引データなどのコード情報,ワードプロ

セッサソフト･表計算ソフトで作成されたマルチメディア文

書情報,更にエキスパートシステムの知識ベース情報など,

情報の統一管理を実現するためのデータベースが提供される

(図7)｡

(2)最適機能分散を実現するマイクロメインフレーム結合

システムOAの主要機能として,ホスト計算機にあるシステ

ムOAソフトウェアとクリエイティブワークステーション2050

及び2050/32(以下,2050と略す｡)の一連のOAソフトとの有機

的な結合を実現するマイクロメインフレーム結合機能がある｡

つまり2050の提供する各種のOAソフトによりホスト計算機で

管理される目的別データベース,基幹データベースが利用で

き,マンマシンインタフェースをワークステーションで統一

して運用が可能である｡また,ワークステーションに収集さ

れ加工された情報を,ホスト計算機の目的別データベース外

に格納することも可能である｡以上の機能をマイクロメイン

フレーム結合と呼び,システムOAを展開するうえでの重要な

機能である｡現在,システムOAで実現されるマイクロメイン

フレーム結合の形態を図8に示す｡

金融機関におけるシステムOA 301

4.3 EXCEED2の利用

地城金融機関を中心に意思決定支援ツールEXCEED

(ExecutiveManagementDecisionSupportSystem)を本部

情報システムの構築ツールとして活用するケースが増えてい

る｡これは従来のDBMSを用いた情報系システム構築手順,

すなわちデータベース構造を確定し,利用手順を確定するシ

ステム開発部門中心の開発に対し,利用部門の参加のもとに

システム開発の試行錯誤が可能で,利用部門からみたデータ

ベース構造が日常業務の管理帳票と同様のRDB(Relational

DataBase)構造の技法を採用し,業務の変更追加が容易であ

るからである｡このような特長のため,中小規模の業務を中

心に展開されてきた｡更に,同ツールのもとで開発されたア

プリケーションソフトウェアは,他の機関,メーカーから導

入してもそのカストマイズが容易にできるなどの特長がある

からである｡しかし,多くの特長を持つ反面,利用対象の拡

大とともにプログラムの応答性能向上,所要リソースの圧縮

などいっそうの改善要望も出ていた｡このたび2050の環境で

EXCEEDと同レベルの仕様で利用できるEXCEED2を開発し

た｡本ツールの活用によって従来の課題の解決と同時に,ホ

ストシステムで構築されているEXCEEDファイル外の一部デ

ータを2050側に取り込み,利用者側の環境で自由に情報分析

と新たな情報付加によって,情報価値のいっそうのレベルア

ップと業務のスピードアップが可能となる｡このように

EXCEEDのいっそうの利用操作性向上によって,地域金融機

関だけでなく多くの金融機関の営業店,本部企画部門で利用

されることになろう｡

RDBl

RDB

文書キャビネット

1‾

EXC巨ED

レコードファイル

〔∃
0口S/DBS-EV

文書DB

OFIS/DESK-EV

ホスト

キャビネット

ローカル
キャビネット [コ

知識

ベース

EXCEED2

ES/KERNEL

ll

エキスパート
システム

注:略語説明

RDB(R紬t10[alDataBase Ma〔ageme[t

System)

EXCEED(Execul川eManagement DecIS旧[

Support System)

図7 情報の統一管理を実現するデータベース 営業情報システムで活用する情報の形態は様々である｡その形態･対象に即した利用ツールが

システムOAとして王統合された｡
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結合 レベル 結 合 形 態 機 能

端末エミュレーション

ホスト計算機 ワークステーション

A｡/l
ホスト計算横上の70ログラムを実行できる｡

ファイル転送

ホスト計算機 ワークステーション

A｡ =∃
ホスト計算機とワークステーション間でデー

タの転送を行い,それぞれ一括処理を可能に
する｡

アフロリケーションプロセス

開通信

ホスト計算機 ワークステーション

l ホスト計算機とワークステーションのプログ

AP
AP

ラム間で決められたマルチメディア情報交換

;三三三高詣差J上
プロトコルに従い,情報交換を行う｡

注:略語説明 AP(ApplicationProgram)

図8 マイクロメインフレーム結合の形態 ホスト計算機に蓄積された基幹システムの豊富な営業情報を各利用者が有効に活用するため,ワー

クステーションとの多彩な連携手段が用意されている｡

4.4 エキスパートシステムの構築ツール

金融機関の営業推進策の一つとしてコンサルティングセー

ルスの重要性がクローズアップされてきた｡取引深耕と拡大

のため,必然的に顧客の悩み･ニーズ解決の支援有無とその

スピードアップが営業力の差となってきた｡このため,各々

の悩み･ニーズ分野に対応した専門部署の設置と要員の育成

配置を推進中であるが,営業戦力につながる要員育成配置に

ついては短期の対策は望めない｡このような状況のなかで,

知識工学を応用したエキスパートシステムが注目され,一部

先行機関で導入され始めた｡今後はエキスパートシステムの

発展期としてあらゆる金融機関で様々な分野がそのシステム

の対象となる｡このような多くのエキスパートシステムのア

プリケーション構築用の代表的ツールとして,2050で利用可

能なES/KERNEL(ExpertSystemKERNEL),PROLOG※2)

がある｡ES/KERNELのその主な構成･機能は専門家みずか

らがエキスパートシステムの開発に参加し,利用者のレベル

に応じた操作機能の提供ができる構成となっている｡ルール

に基づいた推論実行制御機はもとより,専門家の知識をルー

ルとして知識ベースに登録･管理するため日本語を使って知

識入力を支援するナレッジエンジニアインタフェース,利用

者の操作性を向上するエンドユーザーインタフェース,更に

知識ベース生成時とホストデータを活用したり,推論結果を

ワークステーションのOAソフトに利用する外部インタフェー

スなどである｡エキスパートシステム開発には,情報活用シ

ステムの展開と同様プロトタイピング方式の開発が必要であ

る｡専門家の知識は広範囲のものであり,システム化を前提

に体系化されているものは少なく,また制度などの変化にも

柔軟である必要がある｡その課題解決策の一つとして,ワー

※2)PROLOG:フランスのマルセイユ大学で開発された述語論

理学を基礎とする70ログラミング言語である｡論理的な記述

に優れ,また内部に推論機能を備えている｡
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クステーション環境で利用可能な構築ツールES/KERNELが

位置づけられる｡

8 結 言

金融自由化の進展するなか,金融機関のこれからのリテー

ルバンキング推進のためには,営業情報システムの構築と活

用が中心的テーマとなってきた｡この情報システムの対象範

囲と構築ツール,手順は多様である｡しかし,業務推進のた

めの情報基盤の整備,営業店活動支援としての展開を合わせ

て検討した場合,処理の統合化･活用の分散化の実現ツール

としてシステムOAの利用が必すとなってきた｡また,すべて

が解決されたわけでもない｡特に営業活動の中で多くのリス

クを内包することが必然となる｡今後,営業情報システムの

活用で様々なリスク管理機能6)の導入と連携が必要となる｡リ

スク管理機能の手法と導入はまたシステムの構築手順を多様

化させる｡ここに今述べたシステムOAとしての展開計画の意

義が明確になってきた｡

本論文では,金融機関のシステムOAとして営業情報システ

ムの展開計画を中心に述べた｡今後更にシステムOAの考えに

基づいた情報システムの開発支援作業と継続的な製品開発に

携わる現在,読者各位からの多くの御意見を仰ぐ次第である｡
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